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研究成果の概要（和文）：地すべりなどの土砂災害が，どの程度の間隔をおいて繰り返し発生しているのかを推
定した．そのため，河川沿いや斜面の地すべり堆積物を調査し，堆積物中から炭質物を見出し，放射性炭素を用
いた年代測定を行った．対象としたのは，2011年台風12号豪雨による被害を受けた和歌山県那智勝浦地域，2016
年熊本地震による被害を受けた熊本県阿蘇地域，2017年九州北部豪雨による被害を受けた福岡県朝倉・大分県日
田地域である．その結果，いずれの地域も，過去数千年以上にわたって繰り返し土石流や地すべりが発生してい
ることが判明した．これらの発生間隔は，長期的に見た地域の防災計画や警戒避難態勢のありかたに資するもの
である．

研究成果の概要（英文）：In order to determine ages of depositional events of colluvium deposits 
distributed at foot of mountain slope, I carried out the dating of charred materials and paleosols 
collected from the colluvium deposits in Nachi-Katsu'ura, Aso, Asakura and Hita area, Southwestern 
Japan.
As a result, recurrence interval of such depositional events such as debris flow are estimated to be
 the order of 1,000 years in these areas. These data contributes to the way of the local disaster 
prevention plans in the long term.

研究分野：地球惑星科学

キーワード： 地すべり　斜面崩壊　土石流　土砂災害　発生頻度

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
豪雨や地震時に多発する土砂災害は，同一斜面ではひんぱんに起こるのではなく，長期的な時間間隔をおいて発
生しているため，住民の危機意識が低く，毎年各地で土砂災害による人的な犠牲が繰り返されている．このた
め，過去に，どの程度の間隔をおいて土砂災害が繰り返してきたかを知ることが重要である．本研究では，近
年，顕著な土砂災害を受けた和歌山県那智勝浦町，熊本県阿蘇火山地域，福岡県朝倉・大分県日田地域を対象と
して，土砂災害の発生頻度を推定した．この結果は，長期的な山地斜面の砂防計画や，住民の警戒避難体制を検
討する上で重要な基礎資料となる．



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景  
斜 面崩 壊や 地す べりと いっ た土 砂災 害に関 する 研究 は， 地質学 や地 形

学 とい った 理学分 野よ りむ しろ ，地盤 工学 ・砂 防工 学とい った 工学 分野

に おい て， これま でに 多く の成 果が挙 げら れて きた ．一方 ，工 学分 野が

不 得手 とす るのは ，地 質学 的な 時間ス ケー ルで 起こ る現象 であ り， 土砂

災 害の 発生 間隔・ 発生 頻度 に関 する知 見の 蓄積 はい まだに 少な い現 状に

ある．1 , 0 0 0 年～万年オーダーの時間目盛りを入れた土砂災害の発生間隔
の 解明 は， 工学よ りも 長い タイ ムレン ジを 得意 とす る地質 学の 知識 と方

法とが，大いに活用できる分野のひとつである．  
 
２．研究の目的  
豪 雨常 襲地 域で ある西 南日 本の 山地 斜面を 対象 とし て， 斜面崩 壊の 発

生 時期 ・発 生間隔 を推 定す るた め，渓 流沿 いに 点在 する土 石流 段丘 ・沖

積 錐の 地質 ・地形 的特 徴を 把握 すると とも に， 堆積 物中か ら材 ・テ フラ

と いっ た， 堆積年 代の 推定 に必 要な試 料を 採取 し， 年代測 定・ テフ ラの

対 比を 行っ た．一 方， 地す べり の発生 時期 ・活 動履 歴を推 定す るた め，

露 頭の 乏し い地す べり 移動 体上 から土 層の 掘削 を行 い，材 ・テ フラ の検

出 と， 年代 測定・ テフ ラの 対比 を行っ た． 以上 に基 づき， 斜面 崩壊 ・地

す べり の発 生時期 ・発 生間 隔を 把握す るこ とで ，長 期的な 斜面 防災 の基

礎資料を得ることを目的とした．  
 
３．研究の方法  
本研究は 3 年間で実施した．研究内容は，大きく分けて， ( 1 )  空中写
真 判 読 ・ 地 形 解 析 に 基 づ く 対 象 斜 面 の 地 形 的 特 徴 の 把 握 ， ( 2 )  対 象 斜 面
の 地 質 調 査 と テ フ ラ ・ 年 代 試 料 採 取 ， ( 3 )  テ フ ラ の 対 比 ・ 年 代 測 定 結 果
の 解 釈 と 編 年 ， ( 4 )  斜 面 崩 壊 ・ 地 す べ り の 発 生 間 隔 に 関 す る 検 討 ， の 3
段階に分けられる．対象地域は，2 0 11 年台風 1 2 号豪雨による土砂災害が
頻発した和歌山県那智勝浦地域に加えて， 2 0 1 6 年 4 月の熊本地震ならび
に 2 0 1 6 年 6 月の豪雨による斜面崩壊が多発した熊本県阿蘇火山地域（火
山岩），ならびに 2 0 1 7 年 7 月豪雨による斜面崩壊が多発した福岡県朝倉
地 域 （ 花 崗 岩 ・ 変 成 岩 ）・ 大 分 県 日 田 地 域 （ 火 山 岩 ） を 選 定 し た ． 2 0 1 6
年熊本地震ならびに 2 0 1 7 年九州北部豪雨の調査にあたっては，日本応用
地質学会に組織された災害調査団の一員として調査を実施した．  

 

４ ．研究 成果  

山 麓 緩 斜面 を構 成する 堆積 物の 年代 測定と テフ ラの 対比 に基づ き， 土

砂 災害 の発 生頻度 を推 定し ，そ の結果 を地 域ご とに 集計し た． 対象 地域

は下記の 3 地域であり， 2 0 1 6 年熊本地震とその直後の豪雨による土砂災
害が頻発した熊本県阿蘇火山地域， 2 0 1 7 年九州北部豪雨による土砂災害
が頻発した福岡県朝倉・大分県日田地域を調査した．  
そ の結 果， 阿蘇 火山地 域で は， 主に 完新世 の年 代が 得ら れてお り， 約

7 , 3 0 0 年前の K - A h（鬼界アカホヤテフラ）以前と以後の両方の年代を示
す 堆積 物が 見出さ れた ．現 河道 沿いに 分布 する 土石 流堆積 物の 最上 部は

K - A h 以降～現在の年代を示す堆積物からなり，侵食面を介した下位には，
完 新世 前期 以前に さか のぼ る堆 積物が 累積 して いる ．一方 ，現 河道 から

離 れた 緩斜 面で発 生し た地 すべ りの場 合， 移動 体を 覆う古 土壌 の年 代は

更 新世 末期 までさ かの ぼる ．す なわち ，現 河道 沿い に流下 する 土石 流堆

積 物は ，緩 斜面を 構成 する 地す べりよ りも ，発 生頻 度がよ り高 いこ とが

確認された．  
福 岡県 朝倉 ～大 分県日 田地 域を 対象 とした 推定 結果 によ れば， 主に 花



崗 岩～ 変成 岩が分 布す る朝 倉地 域の土 石流 堆積 物は ，古土 壌を 介し て複

数 の層 準が 累積し てお り， 最上 部のも のは 歴史 時代 （鎌倉 時代 頃と ，江

戸 時 代 ） の 値 が 得 ら れ た ． こ れ ら の 堆 積 物 の 下 位 か ら は ， AT（ 姶 良 T n
テ フラ ）の ような 古い テフ ラも 見出さ れて おり ，更 新世末 期以 降， 累積

し た土 石流 の流下 ・堆 積が 繰り 返され てい るこ とが 判明し た． 一方 ，地

す べり 地形 をなす 大分 県日 田市 の地す べり 堆積 物の 編年結 果で は， 鎌倉

時代の年代と，現代（ 1 9 5 0 年以降）の値が得られた．このことから， 2 0
世 紀に も継 続して 活動 して いた 地すべ りで あり ，か つ，鎌 倉時 代の イベ

ン トは ，朝 倉地域 の土 石流 堆積 物の堆 積時 期と ほぼ 一致す るこ とか ら，

2 0 1 7 年豪雨と同様に，同時期に発生した可能性がある．  
以 上の よう に， 各地域 の土 砂移 動イ ベント の発 生頻 度を 明らか にす る

ことができた．いずれの場合も，土砂移動の発生頻度は 1 0 2～ 1 0 3 年オー

ダ ーと なり ，土木 構造 物の 耐用 年数よ り長 く， かつ 地元に 災害 伝承 が残

り にく い長 さとい える ．こ のこ とから ，土 木構 造物 のみで この 種の 土砂

災 害に 対処 するこ とは 難し いと いえ， 地質 学的 な時 間スケ ール を念 頭に

置いた砂防計画や住民の警戒避難態勢が重要であることを示す．  
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